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Universal Location Platform：汎用的位置情報基盤の設計と実装

原 史 明†,☆ 沼 田 雅 美†,☆☆ 植 原 啓 介††

砂 原 秀 樹††† 寺 岡 文 男†

ユーザの位置情報に基づき，インターネットを利用した様々な位置情報サービスが実用化されてい
る．しかし，より利便性の高い位置情報サービスを提供するためには，多様な位置測位デバイスに対
応することに加えて，多様な位置の表現形式（空間参照系）に対応する必要がある．そこで本論文は
インターネット上で汎用的に位置情報を取り扱う機構である Universal Location Platform（ULP）
を設計・実装する．ULPは位置情報取得・管理機能，空間参照系変換機能，位置情報提供機能を持ち，
それぞれの機能ごとに分散化することで規模拡張性を確保する．汎用的に位置情報を記述するため，
XML を利用して位置情報を取り扱う．また，多様な位置測位デバイスに対応し空間参照系変換機能
によって指定した空間参照系により応答する．さらに，位置測位デバイスを抽象化した位置情報提供
インタフェースを実現し，プライバシルールを利用したプライバシ保護機構を持つ．評価として位置
情報検索処理時間の測定，位置情報基盤の必要要件に基づく考察を行い，ULPの実用性を検証した．

The Design and Implementation of Universal Location Platform

Fumiaki Hara,†,☆ Masami Numata,†,☆☆ Keisuke Uehara,††
Hideki Sunahara††† and Fumio Teraoka†

In this paper, we present the design and implementation of Universal Location Platform
(ULP). ULP is a location information platform, that has the location collection, location man-
agement, and location transform function. ULP separates each functions, and decentralizes
on the Internet. ULP realizes the provision of locations that has variety location representa-
tions by location transform function, and privacy protection function by access control with
privacy rules and the modification of location resolution. In evaluation, we did performance
evaluation and verificated the practicality of ULP.

1. は じ め に

ユーザの位置情報に基づき，インターネットを利用

した様々なサービスが実用化されている．現在位置の

周辺にある店舗情報等を提供するサービスやナビゲー

ションサービス等がサービス例としてあげられ，本論

文はこれを “位置情報サービス”と呼ぶ．
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一方，位置取得技術の発展により多様な位置測位デ

バイスが登場しつつある．GPS（Global Positioning

System）をはじめとして，RFID（Radio Frequency

IDentification）システム，無線 LANデバイスの接続

先アクセスポイント情報を利用した位置情報取得等が

例としてあげられる．これらの位置測位デバイスは各

位置測位デバイスの性質により，位置測位に適した環

境が異なる．たとえば GPSは屋外での位置測位に適

しているが，GPS信号の届かない屋内での位置測位

に適さない．

以上にあげた位置取得技術の発展に対して，現在の

位置情報サービスはある特定の位置測位デバイスを前

提として構成されている．たとえば，多くの携帯電話

事業者によって実用化されている位置情報サービスは

各携帯電話事業者の携帯電話に搭載された GPSを利

用して位置情報を測位する．そのため携帯電話による

位置情報サービスは GPS信号の届かない屋内や地下

では基地局情報をもとにした位置情報となり，位置情
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図 1 ULP に基づく位置情報サービスの構成
Fig. 1 Constructure of location services based on ULP.

報の解像度が著しく低下する．このように，現状の位

置情報サービスは高解像度の位置情報が測位できる環

境が制限されることにより，位置情報サービスの適用

範囲が制限されることが多い．そこで，位置測位に適

した環境が異なる位置測位デバイスを併用することで

環境に依存しない位置測位が可能となり，より利便性

の高い位置情報サービスを提供できる．位置測位デバ

イスの併用例として，屋外では GPS，屋内では無線

LANアクセスポイントを利用するといった例があげ

られる．

また，多様な位置測位デバイスの出現によりその位

置測位デバイスが出力する位置の表現形式は多様化し

ている．位置の表現形式には位置測位デバイスが使用

する表現形式に加えて，部屋番号や場所の略称，フロ

アマップ等，人が日常使用する表現形式が存在する．

そして，Web上に多数存在する位置に関する情報の多

くは人が日常使用する位置の表現形式で記述されたも

のである．現在の位置情報サービスが利用する表現形

式は緯度・経度や住所が大部分を占めるが，人が日常

使用する位置の表現により位置情報を取得することに

よってWeb上の情報との連携が容易となり，より利

便性の高い位置情報サービスを提供できる．本論文で

は上記の位置の表現形式を “空間参照系”と呼ぶ．ま

た，ある空間参照系における位置情報を他の空間参照

系における位置情報へ変更する操作を “空間参照系変

換”と呼ぶ．

以上にあげた位置測位デバイスの併用と多種多様な

空間参照系変換を実現するため，本論文はインター

ネット上の分散システムとして汎用的に位置情報を

取り扱う基盤である，Universal Location Platform

（ULP）を設計・実装する．ULP は図 1 に示すよう

に位置情報サービス提供者と位置測位デバイスの中間

に位置し，いかなる位置測位デバイスや空間参照系変

換にも依存せず，それらを容易に取り込むことが可能

である．ULP により，多様な位置測位デバイスの併

用による測位環境に依存しない位置情報取得と空間参

照系変換によるWeb上の情報との容易な連携が可能

となり，より利便性の高い位置情報サービスを提供す

るための基盤が実現する．

2. 必 要 要 件

ULP は位置情報サービスを提供するための位置情

報基盤である．そのため，ULPの必要要件はULPの

特徴である多様な位置測位デバイスへの対応，空間参

照系変換に加えて，位置情報基盤の利用者である位置

情報検索者の利便性や位置情報登録者のプライバシ

保護，システムの規模拡張性を考慮する必要がある．

ULPの必要要件の詳細を以下に述べる．

2.1 多様な位置測位デバイスへの対応

ULPは多様な位置測位デバイスを併用した，測位環

境に依存しない位置測位を目的とする．よって，ULP

は特定の位置測位デバイスに依存しない汎用的な方式

での位置情報取得を可能とする必要がある．また，多

様な位置測位デバイスによりその位置情報の出力形式

は異なるため，ULP は多様な位置測位デバイスの位

置情報の出力形式に対応する必要がある．

2.2 空間参照系変換

位置測位デバイスが利用する空間参照系や位置情報

検索者が要求する位置情報の空間参照系は多岐にわた

る．また，空間参照系にはラベル表記，座標系表記等

の多様な表記の形式が存在する．空間参照系変換はこ

のような多様な空間参照系について変換可能である必

要がある．また，部屋番号やフロアマップ等の特定の

領域を表現する空間参照系に対応するため，ULP の

利用者が自由に空間参照系を定義できる必要がある．

さらに，ULP が多様な空間参照系による位置情報を

汎用的に利用するため，位置情報の汎用的な記述形式

が必要となる．

2.3 位置情報提供インタフェース

位置情報検索者の利便性を考慮し，位置測位デバイ

スの併用を前提とする ULPは位置情報検索者に対し

て位置情報登録者が所有する位置測位デバイスについ

て意識することのない位置情報検索インタフェースを

提供する必要がある．

2.4 プライバシ保護

位置情報は個人情報の一部となる場合が多く，多様

な位置情報サービスに対応したプライバシ保護機能が

必要である．

位置情報登録者のプライバシの脅威として 3 点あ
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げられる．まず，不特定多数の位置情報検索者による

位置情報取得に対抗するため，アクセスコントロール

機構が必要となる．アクセスコントロールに利用する

位置情報の公開条件は，公開対象や位置情報の測位時

刻，位置，位置情報登録者のコンテキスト情報等の多

様な条件によって指定可能とする必要がある．次に，

詳細な位置情報による位置情報登録者の状態推定を防

止するため，位置情報の解像度を変更することにより

要求以上に詳細な位置情報を公開しない機構が必要と

なる．変更する解像度についてもアクセスコントロー

ルと同様に位置情報登録者の多様な条件によって指定

可能とする必要がある．最後に，悪意のある者による

盗聴・改竄等に対抗するため，通信路の暗号化等のセ

キュリティ対策が必要である．

2.5 システムの規模拡張性の確保

ULP は多くの位置情報登録者および位置情報検索

者が利用する．そのため，ULP は位置情報登録数お

よび位置情報検索数について規模拡張性を確保する必

要がある．

3. 関 連 研 究

移動体の位置情報を取り扱う位置情報基盤として，

Architecture of a Large-scale Location Service 1) や

GLI（Geographical Location Information）システ

ム2),3)，Location Stack 4) がある．また，IETF（In-

ternet Engineering Task Force）の Geopriv WG 5)

はインターネット上での位置情報管理機構とプライバ

シ保護規定についての標準化活動を進めている6),7)．

さらに，3GPPは携帯電話システムにおける位置情報

基盤についての標準化活動8),9) を進めている．

Architecture of a Large-scale Location Serviceは

緯度・経度からなる空間参照系のみを取り扱い，多様

な空間参照系による位置情報には対応していない．ま

た，プライバシ保護に関しては精度を変更する方法の

みを考慮しており，機能が不十分である．

GLIシステムは，インターネット上で移動体の地理

位置を地球規模で大規模管理することを目的としたミ

ドルウェアである．位置情報を識別子および緯度経度

の度・分・秒による階層構造によって階層化した複数

のサーバ群によって位置情報を管理する．GLIシステ

ムは HID（Hashed ID）と呼ばれる疑似 IDを利用し

たアクセスコントロール機構を持ち，盗聴・改竄・な

りすまし等のセキュリティの脅威に対応する．GLIシ

ステムは空間参照系として緯度・経度・高度のみに対

応し，多様な空間参照系による位置情報に対応しない．

また，GLIシステムのアクセスコントロール機構は位

置情報検索者と位置情報登録者間の信頼関係の有無に

よる画一的なコントロールであり，時刻や位置等を利

用した同一の位置情報検索者に対する柔軟な公開制限

ができない．

Location Stack は，位置情報の抽象的な取扱いを

目的とし，ユビキタスコンピューティングに必要な機

能を 7階層に階層化したモデルである．層間のインタ

フェースのみ整備することで，各層の開発を独立に行

うことが可能である．また，複数の位置測位デバイス

等のセンサを利用することを考慮した設計となってい

る．しかし，プライバシ保護やセキュリティに関する

具体的検討は行われていない．

Geopriv WG における位置情報管理機構は，位置

情報を緯度・経度による空間参照系（geospatial loca-

tion）と住所を拡張した空間参照系（civic location）

によって表現する．また，Geoprivは XMLを利用し

て記述したプライバシルールによるアクセスコント

ロール機能を持つ．プライバシルールは位置情報の公

開条件を柔軟に記述できる．Geoprivは 2種の空間参

照系のみに対応し，多様な空間参照系による位置情報

に対応しない．またGeoprivは提案段階であるため機

構の具体的な実現手法については検討されておらず，

実装が存在しない．

最後に，3GPPにおいて標準化活動が進められてい

る位置情報基盤は，位置情報の測位機能，測位を操作

する機能，プライバシ保護，インターネットとのイン

タフェースが階層構造によって構成されている．しか

し位置情報の測位機能は，携帯電話の送受信電波を利

用した測位と搭載された GPSを利用した測位のみに

対応しており，多様な位置測位デバイスに対応しない．

また位置情報は座標と速度によって表現し，住所等の

多様な空間参照系による位置表現に対応しない．プラ

イバシ保護については位置情報サービスを分類して定

義し，それぞれの分類ごとに様々な条件を指定してプ

ライバシ設定が可能である．なお，3GPPは携帯電話

を位置測位デバイスとしてシステム全体が制御可能で

あることを前提としたモデルだが，ULP は位置測位

デバイス等が独立に分散して存在する環境を想定した

モデルである．

このように，ULP の必要要件を満たす位置情報基

盤は存在しない．

4. ULPアーキテクチャ

ULPアーキテクチャを図 2 に示す．

4.1 機能の分散化

ULPは位置情報取得・管理機能を持つ LMS（Lo-
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図 2 ULP アーキテクチャ
Fig. 2 ULP architecture.

cation Management System），空間参照系変換機能

を持つ LTS（Location Transform System），これら

の機能を利用した位置情報提供機能を持つ LIS（Lo-

cation Information System）を独立したエンティティ

としてインターネット上に分散配置する．そして，各

エンティティを連携して利用することにより ULPの

機能を実現する．各エンティティは複数配置可能で，

個別のエンティティについてその内部構成は自由に構

成できるものとする．各エンティティが複数配置可能

であることと，個別のエンティティの管理主体が内部

構成を分散化することにより，システムの規模拡張性

を確保する．

位置情報登録者は所有する複数の位置測位デバイス

それぞれについて，対応する LMSに対して位置情報

登録を行う（図 2-(1)）．位置情報検索者は位置情報登

録者の識別子，位置情報の空間参照系・時刻・解像度

を指定して LISサーバに対して位置情報検索要求を行

う（図 2-(2)）．LISサーバは LMSサーバから位置情

報登録者の位置情報を取得（図 2-(3)），LTSサーバを

利用して空間参照系変換を行い（図 2-(4)），位置情報

検索結果として位置情報検索者に応答する（図 2-(5)）．

また，多様な空間参照系の位置情報に対応する汎用

的な位置情報の記述形式とするため，位置情報の構造

を自由に記述できるXML（eXtensible Markup Lan-

guage）によって位置情報を記述する．そして，エン

ティティ間の通信では SOAP（Simple Object Access

Protocol）/SSL（Secure Socket Layer）プロトコルを

利用する．

4.2 位置情報取得・管理機能（LMS）

位置情報取得・管理機能を持つエンティティが LMS

である．位置情報登録者が複数の位置測位デバイスを

所有する環境において，位置情報取得・管理機能は位

置測位デバイスによってその処理内容が異なり，位置

測位デバイス単位で処理される機能である．よって，

LMSは位置測位デバイスごとに定義する．

LMSは位置情報取得機能として，位置情報登録者

から位置情報登録要求を受信して位置情報を取得する

か，LISに対する位置情報提供時に位置測位デバイス

に対してリアルタイムに位置情報取得要求を行って位

置情報を取得する．ここで，位置測位デバイスはその

性質により位置情報の出力形式が異なる．多様な位置

測位デバイスに対応するため，LMSと位置測位デバ

イス間の位置情報取得インタフェースは位置測位デバ

イスの性質に応じたプロトコルを自由に利用できるも

のとする．

LMSは位置情報管理機能として，位置測位デバイ

スが利用する空間参照系によって出力した位置情報と

測位された時刻，位置測位デバイスが持つ識別子（デ

バイス ID）の対応付けを管理する．デバイス ID は

LMS 内で一意な識別子であればよく，位置測位デバ

イスのシリアル番号等を利用すればよい．

LMSの位置情報提供インタフェースは，デバイス

IDと時刻を引数として入力すると，そのデバイス ID

を持つ位置測位デバイスによる指定した時刻の位置情

報を出力する．

4.3 空間参照系変換機能（LTS）

空間参照系変換機能を持つエンティティが LTS で

ある．空間参照系変換機能は空間参照系単位でその処

理内容が異なり，空間参照系単位で処理される機能で

ある．よって，LTSは空間参照系変換の変換元と変換

先の空間参照系を対として，その対ごとに 1つの LTS

として定義する．たとえば，WGS84空間参照系から

住所空間参照系へ変換する LTSが 1つの LTSとして

定義される．

単一の LTSにより多様な空間参照系間の変換に対

応するためには，すべての空間参照系の対について

LTS を構築する必要があり，非効率である．そのた

め，ULP は複数の LTS を連結して利用することに

よって多様な空間参照系間の変換を可能とする．そし

て，適切な LTSを探索するために空間参照系定義文

書を導入する．詳細は 6 章で述べる．

LTS は空間参照系変換インタフェースとして，位

置情報と目的の空間参照系を引数として入力すると目

的の空間参照系における位置情報，空間参照系変換に

よって発生した変換誤差を出力する．

4.4 位置情報提供機能（LIS）

位置情報提供機能を持つエンティティが LIS であ

る．LISは LMS，LTSを利用して位置情報検索処理

を行う．位置情報検索者に統一的な位置情報提供イ

ンタフェースを提供するため，位置情報提供インタ

フェースとして SOAP または REST（REpresenta-
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tional State Transfer）10) を利用する．また位置測位

デバイスに依存しない位置情報検索インタフェースを

提供する．詳細は 5 章で述べる．

さらに位置情報登録者のプライバシ保護を実現する

ため，プライバシルールを利用したプライバシ保護機

能を位置情報提供機能の一部として LISに付加する．

詳細は 7 章で述べる．

LISのインタフェースとして，LISが管理する位置

情報登録者の識別子，位置情報検索者の識別子，目的

の時刻，空間参照系，解像度を検索の鍵として入力す

ると，指定時刻における位置情報登録者の位置情報を

指定した空間参照系，解像度で出力する．位置情報検

索者の識別子は不特定多数のユーザが位置情報検索を

行うことが想定されるため，NAI（Network Access

Identifier）11)等のインターネット上で一意な識別子と

する．

5. 多様な位置測位デバイスへの対応

ULP は位置情報検索者に対して位置情報登録者が

所有する位置測位デバイスについて意識することのな

い位置情報検索インタフェースとするため，位置情報

検索では位置情報登録者の識別子を指定する．位置情

報登録者の識別子による位置情報検索を可能とするた

めには，LMSで管理される位置情報を取得するため

のデバイス IDと位置情報登録者の識別子を対応付け

る必要がある．そこで，デバイス IDと位置情報検索

者の識別子を対応付けるデバイスリストを導入する．

デバイスリストは位置情報登録者が所有する位置測位

デバイスのデバイス ID情報に加えて，各測位デバイ

スによる位置情報が管理された LMSの所在等を記述

する．デバイスリストは位置情報登録者とあらかじめ

契約関係を持つ LISが管理する．

デバイスリストは位置情報登録者の識別子と位置情

報登録者の位置情報が管理される LMSの一覧から構

成される．位置情報登録者の識別子は位置情報登録者

と契約関係を持つ LIS の名称とその LIS 内で一意な

識別子から構成される．また LMS の情報は，LMS

を示す URL，LMS に位置情報検索要求を行う際の

SOAPによる通信に必要なWSDL文書名やメソッド

名，LMSが使用する空間参照系，LMSによって管理

されている位置測位デバイスのデバイス IDから構成

される．WSDL文書とは，SOAPを使用して通信を

行う際に必要なデータ型等の情報を記述した文書であ

る．デバイスリストの例を図 3 に示す．図 3 では位

置情報登録者が位置測位デバイスとして IC カード，

PHS，GPSを所有していることを示している．

<idlist name="http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/home/fumiaki/">

<lms name="IC card"> /*LMS サーバ (IC カード)*/

<server>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/LMS/iccard/</server>

<wsdl>iccard.wsdl</wsdl>

<method>Lookup</method>

<coordinate name="Campus"> /*位置測位デバイスが
利用する空間参照系*/

<uri>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/definition/</uri>

</coordinate>

<id> /*デバイス ID*/

<name>010106011405bf14</name>

<name>01142042ef045d10</name>

</id>

</lms>

<lms name="phs"> /*LMS サーバ (PHS)*/

........

</lms>

<lms name="gps"> /*LMS サーバ (GPS)*/

........

</lms>

</idlist>

図 3 デバイスリストの例
Fig. 3 An example of device list.

6. 複数の LTSを利用した空間参照系変換

ULP は位置情報検索者が指定した空間参照系への

空間参照系変換を行うために，LMSより取得した位

置情報に対して複数の LTSを利用して複数回の空間

参照系変換を行う．以上の機能を実現するため，LIS

に空間参照系変換機能を付加する．空間参照系変換機

能は空間参照系変換手順検索機能と空間参照系変換結

果選択機能からなる．各動作の概要を以下に示す．

6.1 空間参照系変換手順検索機能

空間参照系変換手順とは，LIS が複数の LTS を利

用して位置情報検索を行う際に LTSを利用する順序

を示すものである．空間参照系変換手順の検索には，

空間参照系定義文書を利用する．空間参照系定義文書

内に記載した LTS の一覧を参照し LTS を検索する．

そして，該当 LTS を利用して空間参照系変換を行っ

た場合の空間参照系の空間参照系定義文書内の LTS

の一覧を再度参照する．以上の操作を位置情報検索者

が指定した空間参照系に到達するまで順次繰り返すこ

とにより，変換手順検索を行う．目的とする空間参照

系への変換手順が存在しない可能性および複数の変換

手順が存在する可能性があるが，6.2 節で述べる変換

結果選択機能により対応する．

6.2 空間参照系変換結果選択機能

複数の変換手順が存在する場合および複数の位置測

位デバイスを利用可能な場合には，位置情報検索者が

あらかじめ指定した選択パラメータに基づき空間参照

系変換結果を選択する．位置情報取得時刻，位置測位

デバイスの空間参照系，測定誤差，空間参照系変換誤

差，空間参照系変換後の位置情報の解像度，空間参照
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<definition name="Address" style="label" dimension="2">

<uri>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/ulp/definition/</uri>

<area>Japan</area>　/*空間参照系の適用範囲*/

<format dimension="0"> /*表現要素*/

<part name="Metropolis/Prefecture" type="string"

　　　　　　　　　　　　　　　　 resolution="10000-100000" level="1"/>

<part name="City/RuralArea" type="string"

　　　　　　　　　　　　　　　　　 resolution="1000-10000" level="2"/>

........

</format>

<transformlist> /*空間参照系変換可能な LTS のリスト*/

<coordinate name="WGS84" dimension="2"> /*WGS84*/

<uri>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/definition/</uri>

<forward>　/*正方向の空間参照系変換 (Address to WGS84)*/

<server>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/LTS/address/</server>

<wsdl>addresstransform.wsdl</wsdl>

<method>Address2WGS84</method>

</forward>

<reverse> /*逆方向の空間参照系変換 (WGS84 to Address)*/

........

</reverse>

</coordinate>

<coordinate name="Campus" dimension="2">

　　　 ........

　　 </coordinate>

</transformlist>

</definition>

図 4 空間参照系定義文書の例
Fig. 4 An example of definition document of location

reference system.

系変換過程において取得する変換回数を選択パラメー

タとして利用する．

選択パラメータのうち，位置情報取得時刻，位置測

位デバイスの空間参照系，測定誤差については LMS

より取得した位置情報から参照できる．また，変換回

数に関しては空間参照系変換手順検索を行う際に参照

できる．したがって，以上の選択パラメータが指定さ

れた際には，最も優れた変換結果を返す 1手順につい

てのみ，その後の処理を継続することにより処理の軽

量化・高速化を図る．

6.3 空間参照系定義文書の詳細

空間参照系定義文書は空間参照系についての情報を

記述した文書であり，XML によって記述する．LIS

は空間参照系定義文書を利用して，空間参照系変換に

必要な LTSを特定する．記述内容の整合性を保持す

るため，特定の LMS または LTS を管理主体として

定め，他のエンティティは複製を保持する．

空間参照系定義文書は，空間参照系の識別子，表現

要素とその表現が持つ解像度，表現要素が持つ表現の

定義域および表現間の位置関係，空間参照系定義文書

によって定義された空間参照系から他の空間参照系へ

の空間参照系変換機能を持つ LTSの一覧から構成され

る．空間参照系の識別子は空間参照系定義文書の管理

主体の名称と管理主体内で一意な識別子から構成され

る．また，表現要素が持つ解像度とはその表現によっ

て表現可能な位置の大きさである．なお，表現間の位

置関係は ULPを動作させるにあたっての必須項目で

はない．LTS の情報は LTS を示す URL，LTSに対

して位置情報検索要求を行う際の SOAPによる通信

に必要なWSDL名やメソッド名から構成される．住

所空間参照系の定義文書例を図 4 に示す．図 4 では，

住所の表現要素として都道府県等が定義され，空間参

照系変換可能な LTS のリスト（transformlist タグ）

において，WGS84，Campus空間参照系へ変換可能

であることを示している．

7. プライバシルールを利用したプライバシ
保護

位置情報登録者の多様なプライバシの要求に対応す

るため，プライバシルールを利用したプライバシ保護

機能を LISに付加する．

7.1 アクセスコントロール

位置情報登録者および位置情報検索者に関する位置

情報の公開条件によってアクセスコントロールを行う．

位置情報の公開条件は位置情報登録者があらかじめプ

ライバシルールとして記述する．そして，LISが位置

情報検索時にプライバシルールに基づいてアクセスコ

ントロールを行う．

7.2 位置情報の解像度変更

アクセスコントロールに対応して位置情報の解像度

を変更する．位置情報の解像度は位置情報登録者がプ

ライバシルールにあらかじめ記述し，多様な空間参照

系によって記述可能とする．位置情報の解像度の変更

処理は位置情報が利用する空間参照系の種類によって

異なる．座標で表現される空間参照系の場合は指定し

た桁での切捨て操作により解像度を変更する．またラ

ベルで表現される空間参照系の場合は空間参照系定義

文書にあらかじめ定義した階層に基づき，指定した階

層以下の情報を削除することにより解像度を変更する．

たとえば住所による位置情報 “神奈川県横浜市港北区

日吉” を “市レベル” の解像度に変更した場合，位置

情報は “神奈川県横浜市”となる．

7.3 セキュリティ

各エンティティのなりすましを防止するため，CA

（Certificate Authority）によって配布される証明書

を利用して各エンティティを相互認証する．また通信

路上での盗聴・改竄を防止するため，エンティティ間

の通信に SOAP/SSLを利用して通信路を暗号化する．

7.4 プライバシルールの詳細

プライバシルールは位置情報登録者の位置情報公開

に関する情報を記述した文書である．LISはプライバ

シルールを利用して位置情報登録者ごとのプライバシ
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保護処理を行う．プライバシルールは XMLによって

記述し，デバイスリストと同様に位置情報登録者があ

らかじめ契約関係を持つ LISが管理する．プライバシ

ルールはアクセスコントロールに使用する位置情報の

公開条件（Conditionsタグ）と，解像度変更に利用す

る位置情報への処理内容（Actionsタグ）から構成さ

れる．なおプライバシルールに適合するルールが存在

しない場合，位置情報は非公開とする．

位置情報の公開条件として，ルール適用の対象，位

置情報検索時刻，位置情報が測位された時刻，位置情

報登録者の位置，位置登録者の状態（コンテキスト情

報）を指定できる．ルール適用の対象は個人，グルー

プ，匿名を指定できる．また，位置情報登録者の位置

は多様な空間参照系によって指定できる．位置情報へ

の処理内容として，公開・非公開・解像度変更の指定

<policy name="http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/ulp/fumiaki/">

<rules>

<rule name="officehour">

<validation/> /*ルールの有効期間*/

<conditions> /*公開条件*/

<identity> /*ルール適用の対象*/

<id>masami@tera.ics.keio.ac.jp</id>

</identity>

<statuses/> /*コンテキスト情報*/

<lookup_time/> /*位置情報検索時刻*/

<positioning_time/> /*位置測位時刻*/

<places><place> /*位置*/

<coordinatesystem>

<name>Address</name> /*使用する空間参照系*/

<uri>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/definition/</uri>

</coordinatesystem>

<positions type="list">

<position>

<Prefecture>Kanagawa</Prefecture>

<City>Yokohama</City>

</position>

</positions>

</place></places>

</conditions>

<actions> /*位置情報の処理内容*/

<action>transform</action>

<transforms><transform>

<coordinatesystem>

<name>Address</name>

<uri>http://igeoid.tera.ics.keio.ac.jp/

ulp/definition/</uri>

</coordinatesystem>

<resolution style="label"> /*設定解像度*/

<level>City/RuralArea</level>

</resolution>

</transform>

<time>3600</time>

</transforms>

</actions>

</rule>

<rule name="home">

　　 ........

　 </rule>

</rules>

</policy>

図 5 プライバシルールの例
Fig. 5 An example of privacy rule.

と解像度変更の際の設定解像度を指定できる．設定解

像度は多様な空間参照系によって指定できる．プライ

バシルールの例を図 5 に示す．図 5 は位置情報検索

者 “masami@tera.ics.keio.ac.jp”に対して位置が住所

空間参照系で “神奈川県横浜市”の場合に位置情報を

“市レベル”で公開する，という条件を示している．

8. 動作の詳細

8.1 位置情報登録

位置情報登録時の動作を図 6 に示す．

( 1 ) 位置情報登録者は LISにデバイスリストおよび

プライバシルールをあらかじめ設置しておく．例とし

て図 3 に示すデバイスリストと図 5 に示すプライバ

シルールを利用する．

( 2 ) 位置情報登録者は所持する位置測位デバイスを

利用して測位した位置情報，デバイス ID，時刻，測

定誤差のうち取得可能なものを LMSに対して送信す

る．LMS は受信した情報に位置情報，デバイス ID，

時刻，測定誤差のどれかが欠けていた場合には足りな

い情報を付加する．図 6 において，位置情報登録者 A

は位置測位デバイスとして ICカード，PHS，GPSを

所有し，それぞれについて対応する LMSサーバへ位

置情報を登録する．

( 3 ) 位置情報登録者は自身の状態に応じてコンテキ

スト情報を更新する．コンテキスト情報は文字列情報

として入力する．

8.2 位置情報検索

位置情報検索時の動作を図 7 に示す．

( 1 ) 位置情報検索者は自身の識別子，検索対象であ

る位置情報登録者の識別子，時刻，空間参照系，空間

参照系変換の選択パラメータ，位置情報の解像度を位

置情報検索要求として LIS に送信する．図 7 では位

置情報検索者 B は空間参照系として住所，選択パラ

メータとして位置情報の解像度を指定して位置情報検

図 6 位置情報登録時の動作
Fig. 6 Location registration flow.
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図 7 位置情報検索時の動作
Fig. 7 Location lookup flow.

索を行うものとする．

( 2 ) LISは位置情報登録者が所有する位置測位デバ

イスのデバイス IDが記載されたデバイスリスト（図 3）

を取得・参照する．

( 3 ) LISはデバイスリストに記載されたデバイス ID

および位置情報検索者が指定した時刻を鍵として LMS

に位置情報取得要求を行う．LMSは LISに該当デバ

イス IDに対する位置情報，位置情報を取得した時刻

を応答する．図 7 では，位置情報登録者 Aが所有す

る ICカード，PHS，GPSについてそれぞれ位置情報

を取得する．

( 4 ) ( 3 )と同時に LISは空間参照系定義文書（図 4）

を参照して空間参照系の変換手順検索を行い，変換手

順を決定する．

( 5 ) LISは LMSから取得した位置情報や位置情報

検索者の情報をもとに，プライバシルール（図 5）を

参照して適用ルールを決定する．図 5 より，ルール

“officehour”の適用を決定する．

( 6 ) LISは空間参照系変換の選択パラメータから不

適な変換手順を削除し，最適な変換手順のみ空間参照

系変換処理を行う．LISは LTSに位置情報，空間参照

系，変換後の空間参照系，解像度を鍵として空間参照

系変換要求を行い，変換結果として位置情報検索者が

求めた空間参照系での位置情報，変換後の解像度，変

換誤差を取得する．図 7では，ICカード，PHS，GPS

それぞれについて住所空間参照系に変換される．

( 7 ) LISは空間参照系変換の選択パラメータから変

換結果を選択する．図 7 では，位置情報の解像度がよ

り詳細である ICカードによる位置情報が選択される．

( 8 ) LIS は選択した位置情報に対してプライバシ

ルールに基づいた解像度の変更処理を行う．図 5 より

位置情報の解像度が変更され，市レベルの位置情報と

なる．

表 1 実装環境
Table 1 Implementation environment.

項目 内容
OS FreeBSD 6.0-Release

Web サーバ apache 2.0.55

データベース mysql 4.1.15

言語 PHP 5.1.1（soap-extension）

( 9 ) LISは位置情報検索者に対して位置情報を応答

する．

9. 実 装

実装環境を表 1 に示す．

本論文ではWeb サーバ上で動作するWeb サービ

スとして，LMSサーバ・LTSサーバ・LISサーバを

実装した．LISサーバは一度検索した空間参照系定義

文書をキャッシュとして保持し，空間参照系定義文書

取得のための処理オーバヘッドを低減し処理の効率化

と高速化を図る．また位置情報検索クライアント，位

置情報登録クライアントを実装した．位置情報登録ク

ライアントは位置測位デバイスを利用して取得した位

置情報を LMS サーバに対して登録する機能を持つ．

位置測位デバイスと LMSの間の通信は位置測位デバ

イスの仕様により異なる通信プロトコルを利用してよ

いが，本実装では位置情報登録クライアントと LMS

サーバの間の通信にはすべて SOAP を利用した．そ

のため，SOAPを利用できない位置測位デバイスの場

合には，位置測位デバイスはWeb上に設置した位置

情報登録クライアントを経由する方法を利用した．

各サーバのプログラムの行数は，LMSサーバ・LTS

サーバが約 100行程度，LISサーバが約 1,500行程度

となった．また LMSサーバは 7種類，LTSサーバは

18種類の異なったサーバを実装した．

10. 評価・考察

10.1 基 本 性 能

性能評価として，ULPの位置情報検索処理にかかる

処理時間を測定した．評価環境は CPUが Pentium4

（2.4GHz），メモリが 1Gbytesである．オペレーティ

ングシステム等のソフトウェアの環境は表 1 と同様で

ある．測定には PHP の microtime() 関数を利用し

た．位置情報検索処理フローを図 8 に示す．

デバイスリスト参照（T devicelist）

デバイスリスト参照処理時間は 1.37msecとなった．

LMSサーバからの位置情報取得（T LMS）

位置情報取得処理時間は，位置情報を管理するデー

タベースの検索処理時間と，応答用データの作成処
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図 8 位置情報検索処理フロー
Fig. 8 Location lookup processing flow.

理時間から構成される．データベース検索処理時間は

データベースの既登録件数や保持するデータの形式

によって変化するが，既登録件数が 10,000件ではお

よそ 20msec，100,000件ではおよそ 200msecであっ

た．また，応答用データの作成処理時間は 2.70msec

となった．

空間参照系変換手順の検索（T route）

空間参照系変換手順の検索処理時間は参照する空間参照

系定義文書の数によって変化するが，5.40～8.00msec

となった．空間参照系変換手順の検索処理はLMSサー

バへの位置情報取得処理と並行して行われる．

プライバシルール選択（T privacyselect）

プライバシルール選択処理時間は，コンテキスト情報

管理データベースからコンテキスト情報を取得する

データベース検索処理時間と，プライバシルールに基

づいた公開条件の照合処理時間から構成される．デー

タベース検索処理時間はデータベースの既登録件数に

よって変化するが，LMSサーバにおけるデータベー

ス検索処理時間と同等とする．また，公開条件の照合

処理時間はプライバシルールに記述するルール件数と

処理過程によって変化するが，ルール件数が 20件に

おける照合処理時間は 24.24～55.92msecとなった．

LTSサーバへの空間参照系変換（T LTS）

空間参照系変換処理時間は，LTSサーバの空間参照系

変換処理時間と応答用データを作成する処理から構成

される．空間参照系変換処理はその変換処理方法によ

り空間参照系変換処理時間が異なる．空間参照系変換

にデータベースを用いた場合の空間参照系変換処理時

間はデータベース検索処理時間によって変化するが，

LMSサーバにおけるデータベース検索処理時間と同

等とする．また，数値計算を用いた場合の空間参照系

表 2 位置情報検索処理時間の見積り
Table 2 Estimation of location lookup time.

項目 処理時間（msec）
デバイスリスト参照 1.37

LMS サーバへの位置情報取得 22.70

空間参照系変換手順の検索 5.40

プライバシルール選択 24.24

LTS サーバへの空間参照系変換 22.42

変換結果選択 0.22

プライバシルール適用 1.82

各エンティティ間の通信 305.73

合計 378.50

変換処理時間は 0.10msecとなった．さらに，応答用

データを作成する処理時間は 2.42msecとなった．複

数の LTSサーバに対して空間参照系変換を行う場合

は，以上に述べた処理時間をすべての LTSサーバに

ついて合計した時間となる．

変換結果選択（T select）

空間参照系変換の選択パラメータを利用した変換結果

選択処理時間は 0.18～0.22msecとなった．

プライバシルール適用（T privacyexec）

プライバシルール適用処理時間は処理内容と処理対象

である位置情報の空間参照系の種類によって変化する

が，適用処理時間は 0.04～1.82msecとなった．

各エンティティ間の通信（T soapssl）

位置情報検索処理において各エンティティ間で用

いる SOAP/SSL プロトコルによる通信処理時間．

SOAP/SSL プロトコルによる通信処理時間は，

SOAP/SSL プロトコルの処理時間と RTT（Round

Trip Time）から構成される．SOAP/SSL プロトコ

ルの処理時間は 81.91msecとなった．また，RTTと

はパケットを送信してから送信先へ送信し，再び送信

先から送信元へ返信される時間である．RTT は一般

的なインターネット通信を想定し，20msecとした．

10.2 位置情報検索処理時間の見積り

以下の仮定における位置情報検索処理時間の見積り

を行う．大学キャンパスに所属する 10,000人の位置

情報登録者が ICカードを所有し，この位置測位デバ

イスによる位置情報を 1つの LMSサーバで管理する．

空間参照系変換として ICカードで取得したリーダ ID

による空間参照系から住所空間参照系への変換を行う．

この空間参照系変換では 1つの LTSサーバへアクセ

スする．また，位置情報登録者はプライバシルールに

20 件のルールを記述するものとする．これらの仮定

における位置情報検索処理時間を表 2 に示す．

見積もった位置情報検索処理時間を，ULP の特徴

を生かしたアプリケーション例が要求する応答時間か
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ら考察する．

インスタントメッセージングサービスでの現在位置表示

ULPから取得した位置情報をインスタントメッセー

ジングサービスで表示する．位置情報の取得・更新に

数秒程度の遅延が許容されると考えられる．

周辺地図の表示サービス

周辺地図の表示とは移動体の現在位置を取得し，周

辺地図にマッピングして表示するサービスである．本

サービスで許容される応答時間は地図表示までに 1秒

程度であると考えられる．

複数の地図を利用したシームレスな現在位置表示

ULP を利用して，部屋番号等からフロアマップやエ

リアマップへの座標変換を行う LTSを用意すること

により，フロアマップやエリアマップ等へ移動体の位

置をマッピングする．許容される応答時間は地図表示

までに 1秒程度であると考えられる．

以上にあげたアプリケーション例において要求され

る応答時間の最小値は 1秒程度である．見積もった位

置情報検索処理時間はこれを下回っており，要求を満

たす．したがって，ULPの実用性が確かめられた．

また，ULPにおける処理時間の大部分はSOAP/SSL

プロトコルを利用した通信処理時間が占めた．LTSへ

のアクセス回数が増加すると，通信処理時間が増加す

るが，見積りから 5回程度の空間参照系変換を行って

も要求される応答時間を満たす．さらに，LTS，LMS

と LIS間の SOAP/SSLコネクションを持続させる等

の処理により，通信処理時間の低減が可能である．

10.3 システムの規模拡張性

システムを構成するエンティティであるLMS，LTS，

LISの位置情報登録数および位置情報検索数に対する

規模拡張性を考察する．LMSおよび LTSは管理主体

ごとに自由に設置可能であり，その内部構成を分散化

することにより負荷分散を図ることが可能である．し

たがって，LMSおよび LTSの位置情報登録数および

位置情報検索数に対するシステムの規模拡張性は確保

される．LISは位置情報登録者との契約関係によりデ

バイスリストおよびプライバシルールを保持するため，

LISと位置情報登録者との間には対応関係がある．そ

のため，特定の位置情報登録者に対する位置情報検索

数が増加すると，特定の LIS の負荷は増加する．こ

の問題は位置情報検索数に応じて LIS が管理する位

置情報登録者数を設定することにより解決できる．し

たがって，LISにおいても規模拡張性の確保が可能で

ある．

10.4 多様な位置測位デバイスへの対応

ULP では位置情報登録者のデバイスリストにすべ

ての位置測位デバイスに関する情報を記述し，すべて

の位置測位デバイスについて位置情報検索を行うこと

により，人が複数の位置測位デバイスを持つ環境に対

応する．そこで，複数の位置測位デバイス併用におけ

るオーバヘッドを考察する．

位置情報登録者が所有する位置測位デバイスの数が

増加すると，デバイスリストの記述コスト，位置情報

検索時の処理オーバヘッドは増加する．デバイスリス

トは XML を利用して可読性の高い形式で記述する

ため，位置測位デバイスの数が増加してもデバイスリ

ストの記述は容易である．また，位置情報検索処理は

各デバイス IDごとに並列して行うため，位置情報検

索処理時間の増加はデバイスリストの読み込み処理時

間の増加分のみである．一方，位置情報検索者は位置

情報登録者が所有する位置測位デバイスを意識するこ

となく，位置情報検索を行える．したがって，複数の

位置測位デバイスを併用する環境下においても ULP

の処理オーバヘッドおよび位置情報検索者の負荷は低

く，位置情報登録者は容易に位置測位デバイスを併用

できる．

10.5 空間参照系変換

空間参照系変換を行うことによる変換誤差は避ける

ことができない．そこで ULPでは変換誤差を指標化

して定量的に取り扱うことを可能にした．複数回の空

間参照系変換を行う場合にも，本指標を利用すること

により変換手順ごとの変換精度を比較し最良の結果を

応答できる．

10.6 位置情報提供インタフェース

ULP では，位置情報登録者と位置情報登録者が所

有する位置測位デバイスの対応関係を記述したデバイ

スリストを LIS内に設置することにより，位置情報検

索者に対して位置測位デバイスを隠蔽し，位置測位デ

バイスを問わないインタフェースを提供する．よって，

位置情報登録者が複数の位置測位デバイスを所有する

場合にも，検索の際には各位置測位デバイスに関する

情報は必要ない．また，ULPは位置取得時刻等を指

標として位置情報検索結果を選択することにより，複

数の位置測位デバイスが出力した位置情報の中から最

適の位置情報を応答する．以上より，ULP は複数の

位置測位デバイスからの位置情報を容易に取得可能な

インタフェースを提供する．

10.7 プライバシ保護

ULP では位置情報登録者があらかじめ記述したプ

ライバシルールを利用してアクセスコントロールを行

い，位置情報を取得できる位置情報検索者を制限する．

また，提供する位置情報の解像度を変更することによ
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り位置情報による状態推定を防止する．関連研究にお

いて述べた GLIシステムが提供するプライバシ保護

機能は，位置情報登録者との信頼関係の有無により位

置情報の公開・非公開を制限するもので，解像度の変

更はできない．また，Geopriv WG にて提案されて

いるアクセスコントロールでは解像度の表現に住所お

よび緯度・経度による空間参照系のみを利用するが，

ULPでは解像度の表記に任意の空間参照系を利用で

きる．したがって，ULP が提供するプライバシ保護

機能は他の手法と比較して優れている．

プライバシルールの数が増加すると，プライバシ

ルール読み込みおよび適用処理オーバヘッドは増加す

る．しかし，プライバシルール適用の対象，時刻，位

置情報登録者の位置等の条件により，現実的に適用さ

れるプライバシルールの数は絞り込まれる．したがっ

て，プライバシルールの数が増加した場合にも，プラ

イバシルール適用処理のオーバヘッドは許容できる．

11. 結論と今後の課題

本論文では，インターネット上で汎用的に位置情報

を取り扱う基盤である，Universal Location Platform

（ULP）について述べた．ULPは特徴として以下の点

があげられる．

• LMSによる多様な位置測位デバイスへの対応

• LTSによる多様な空間参照系変換への対応

• XMLを利用した汎用的な位置情報の記述

• LISによる位置測位デバイスに依存しない位置情

報提供インタフェース

• LISによるプライバシルールを利用したプライバ

シ保護

• 機能ごとのエンティティ分散化による規模拡張性
の確保

ULP は現在，特定非営利活動法人高度測位社会基

盤研究フォーラム12) 新ロケーションプラットホーム

サブワーキンググループにおいて検討を進めている．

今後の課題として範囲検索機能の追加，プライバシ

ルールの自動作成・更新機能の追加，ULPを利用した

実証実験による実用性のさらなる検証があげられる．
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